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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第81期

第２四半期連結
累計期間

第81期
第２四半期連結
会計期間

第80期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
９月30日

自平成20年
７月１日
至平成20年
９月30日

自平成19年
４月１日
至平成20年
３月31日

売上高（千円） 24,887,172 12,805,313 57,304,806

経常利益（千円） 3,744,286 2,017,140 7,217,982

四半期（当期）純利益（千円） 2,655,567 1,115,852 4,305,650

純資産額（千円） － 32,455,871 31,163,903

総資産額（千円） － 48,712,591 48,387,933

１株当たり純資産額（円） － 3,080円40銭  2,959円13銭

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
269円47銭 113円23銭     436円90銭

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） － 62.3 60.3

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
4,301,338 － 6,116,939

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△1,416,483 － △1,697,163

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△1,296,758 － △321,830

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ 12,602,249 10,953,102

従業員数（人） － 1,278 1,272

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高に消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況　 平成20年９月30日現在

従業員数（人） 1,278

　（注）　従業員数は就業人員数であります。

(2）提出会社の状況　 平成20年９月30日現在

従業員数（人） 283

　（注）　従業員数は就業人員数であり、社外への出向者13名及び嘱託24名、パートタイマー11名は含んでおりません。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第２四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

表面処理用資材事業　（千円） 3,576,194

表面処理用機械事業　（千円） 1,063,017

その他事業　（千円） 695,164

合計　（千円） 5,334,376

　（注）１．金額は製造原価によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当第２四半期連結会計期間における表面処理用機械事業の受注状況を示すと、次のとおりであります。

　なお、表面処理用機械事業以外の製品については見込み生産を行っております。

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円） 受注残高（千円）

表面処理用機械事業 2,038,976 3,287,817

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）販売実績

　当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

表面処理用資材事業 （千円） 10,219,823

表面処理用機械事業 （千円） 1,396,535

不動産賃貸事業　（千円） 199,806

その他事業　（千円） 989,147

合計　（千円） 12,805,313

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．セグメント間の取引については、相殺消去しております。
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２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

(1) 業績の状況

　当第２四半期連結会計期間における我が国経済は、原油、食料、飼料、原材料等価格等の高騰の影響を受け、景気回

復は足踏み状態にある中で推移しました。

　また、後半には米国・欧州における金融危機の深刻化や、景気の一層の下振れ懸念、株式・為替市場の大幅な変動

などから景気の状況は厳しくなっております。

　このような状況の中で当社グループは、中国を中心とする需要業界のグローバル化に対応すべく、エレクトロニク

ス産業界を中心に積極的な販売活動を展開してまいりました。しかしながら、ニッケル価格下落と機械ビジネス不

振の影響を受け、売上高は減少しました。

　めっき薬品で中国市場携帯電話需要での一部在庫調整、自社製品の主原料の一つ次亜リン酸ソーダの高騰があり

ましたが、もう一つの主原料である硫酸ニッケルの価格は下落し、めっき薬品の利益率は改善しました。

　この結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は128億５百万円、営業利益は19億25百万円、経常利益は20億17百万

円、四半期純利益は11億15百万円となりました。

①　事業の種類別セグメント

ａ．表面処理用資材事業

工業用化学品、非鉄金属の売上高は、ニッケル価格の下落により減少しました。

めっき薬品は、中国市場携帯電話需要での一部在庫調整の影響を受けましたが、ＭＰＵ（マイクロプロセッ

サ）関連めっき薬品需要、アルミハードディスク関連めっき薬品需要は引続き堅調に推移しました。利益面で

は、ウエイトの大きいめっき薬品で、自社製品の主原料の一つである次亜リン酸ソーダの高騰がありましたが、

もう一つの主原料である硫酸ニッケルの価格は下落し、利益率は改善しました。

　この結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は103億29百万円、営業利益は16億44百万円となりました。

ｂ．表面処理用機械事業

　表面処理用機械は、海外においては比較的堅調に推移しているものの、国内の受注環境は厳しくなる傾向にあ

り、また原材料価格の上昇に伴う製造コスト増加の影響を受けました。

　この結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は13億99百万円となり、営業利益は６百万円となりました。

ｃ．不動産賃貸事業

　当社東京支社の新社屋において、新規テナントが入居したことにより、堅調に推移しました。

　この結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は１億99百万円、営業利益は１億13百万円となりました。

ｄ．その他事業

　めっき加工は、国内においては、コスト競争が激しいことや資材の高騰で厳しい状況が継続しておりますが、

タイの連結子会社では、自動車関連メーカーの需要が旺盛で、好調に推移しました。

　この結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は９億89百万円、営業利益は１億59百万円となりました。
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②　所在地別セグメント

ａ．日本

　自社製品のめっき薬品は、主原料の一つ次亜リン酸ソーダの高騰がありましたが、もう一つの主原料である硫

酸ニッケルの価格は下落し、めっき薬品の利益率は改善されました。

　ＭＰＵ（マイクロプロセッサ）関連めっき薬品需要、アルミハードディスク関連めっき薬品需要は引続き堅

調に推移しました。

　また、もう一つの柱である機械ビジネスは受注環境は厳しくなる傾向にあり、原材料価格の上昇に伴う製造コ

スト増加の影響を受けました。

工業用化学品、非鉄金属の売上高はニッケル国際価格の下落により減少しました。

めっき加工は、国内においてコスト競争が激しく、尚且つ資材の高騰で厳しい状況が継続しております。

　この結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は86億７百万円、営業利益は９億86百万円となりました。

ｂ．北米地域

　エレクトロニクス産業界を中心とした顧客への積極的な営業活動を行いましたが、北米のプリント配線板業

界の需要低迷の影響を受けました。

　この結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は８億47百万円、営業利益は３百万円となりました。

ｃ．アジア地域

　プリント基板用めっき薬品が、特に中国において携帯電話需要で一部在庫調整の影響を受けましたが、表面処

理用機械は堅調に推移しました。

　タイのめっき加工関連子会社は、自動車関連メーカー需要が旺盛で好調に推移しました。

　この結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は49億28百万円、営業利益は９億52百万円となりました。

なお、上記の事業の種類別セグメント及び所在地別セグメントの売上高には、セグメント間の内部売上高又

は振替高が含まれております。

(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益19億59百

万円等により、25億18百万円の収入となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産の取得による支出６億49百万円等により、４億82百万円の支出

となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済による支出75百万円等により、29百万円の支出となり

ました。

以上の結果、現金及び現金同等物の当第２四半期連結会計期間末の残高は、126億２百万円となりました。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について、重要な

変更はありません。

(4) 研究開発活動

当第２四半期連結会計期間における研究開発費は４億７百万円であります。投資対効果を常に意識し、重要テー

マについては今後も積極的に投資をしてまいりたいと考えております。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 35,858,000

計 35,858,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成20年９月30日）

提出日現在発行数（株）
(平成20年11月14日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 9,878,040 9,878,040
㈱大阪証券取引所

市場第二部
－

計 9,878,040 9,878,040 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成20年７月１日～

平成20年９月30日
－ 9,878,040 － 1,336,936 － 1,644,666
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（５）【大株主の状況】

　 平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

浪花殖産株式会社
大阪市天王寺区真法院町25－３
ＮＯＶＡ真法院501

1,523 15.41

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８－11 979 9.91

ゴールドマンサックスインターナショナ
ル
（常任代理人　ゴールドマン・サックス
証券株式会社）

東京都港区六本木６丁目10番１号
六本木ヒルズ森タワー

769 7.79

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11－３ 563 5.70

上村　寛也 大阪市天王寺区 492 4.98

上村　朱美 大阪市天王寺区 492 4.98

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 489 4.95

ゴールドマンサックスアンドカンパニー
レギュラーアカウント
（常任代理人　ゴールドマン・サックス
証券株式会社）

東京都港区六本木６丁目10番１号
六本木ヒルズ森タワー

390 3.95

資産管理サービス信託銀行株式会社（年
金信託口）

東京都中央区晴海１丁目８－12
晴海アイランドトリトンスクエアオ
フィスタワーＺ棟

359 3.64

ノーザントラストカンパニーエイブイエ
フシーリフィデリティファンズ
（常任代理人　香港上海銀行東京支店）

東京都中央区日本橋３丁目11番１号 324 3.28

計 － 6,384 64.62

　（注）１．上記所有株式のうち、信託業務に係る株式数は、以下のとおりであります。

　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社　　　　979千株

　日本マスタートラスト信託銀行株式会社　　　　　　563千株

　資産管理サービス信託銀行株式会社　　　　　　　　359千株

２．フィデリティ投信株式会社から平成19年１月15日付で大量保有報告書（変更報告書）の提出があり、平成18

年12月31日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社として当第２四半期会計期間

末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

　なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

フィデリティ投信株式会社
東京都港区虎ノ門四丁目３番１号
城山トラストタワー

851 8.62

３．タワー投資顧問株式会社から平成20年３月10日付で大量保有報告書（変更報告書）の提出があり、平成20年

３月４日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社として当第２四半期会計期間末

時点における実質所有株式数を確認できませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

　なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

タワー投資顧問株式会社
東京都港区芝大門１丁目12番16号

住友芝大門ビル２号館２階
1,004 10.17

４．みずほ信託銀行株式会社及びその共同保有者１社から平成20年６月６日付で大量保有報告書（変更報告

書）の提出があり、平成20年５月30日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社と

して当第２四半期会計期間末時点における実質所有株式数を確認できませんので、上記大株主の状況には含め

ておりません。
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　なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲１丁目２番１号 508 5.14

みずほ投信投資顧問株式会社 東京都港区三田三丁目５番27号 301 3.06

５．シュローダー証券投信投資顧問株式会社及びその共同保有者１社から平成20年８月20日付で大量保有報告

書（変更報告書）の提出があり、平成20年８月15日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりま

すが、当社として当第２四半期会計期間末時点における実質所有株式数を確認できませんので、上記大株主の

状況には含めておりません。

　なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

シュローダー証券投信投資顧問株式会

社
東京都千代田区丸の内１－11－１ 519 5.26

シュローダー・インベストメント・マ

ネージメント・ノースアメリカ・リミ

テッド

英国　ＥＣ２Ｖ　７ＱＡ　ロンドン、グレ

シャム・ストリート31
17 0.18
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 23,300 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 9,849,300 98,493 －

単元未満株式 普通株式 5,440 － －

発行済株式総数  9,878,040 － －

総株主の議決権 － 98,493 －

②【自己株式等】

　 平成20年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

上村工業株式会社
大阪市中央区道修町

三丁目２番６号
23,300 － 23,300 0.2

計 － 23,300 － 23,300 0.2

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 4,060 5,120 4,760 4,610 4,290 4,050

最低（円） 3,430 3,540 4,330 3,920 3,390 3,110

　（注）　最高・最低株価は、㈱大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 12,705,258 10,992,847

受取手形及び売掛金 13,787,762 15,183,145

有価証券 52,508 59,146

商品 773,210 987,944

製品 1,107,694 1,019,564

原材料 1,307,107 1,180,631

仕掛品 1,261,932 872,074

貯蔵品 18,193 17,399

繰延税金資産 322,131 238,406

その他 622,098 592,291

貸倒引当金 △10,538 △20,673

流動資産合計 31,947,358 31,122,778

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 14,912,146 15,115,412

減価償却累計額 △6,979,777 △6,810,272

建物及び構築物（純額） 7,932,369 8,305,140

機械装置及び運搬具 7,436,797 7,881,913

減価償却累計額 △5,141,091 △5,182,331

機械装置及び運搬具（純額） 2,295,705 2,699,582

土地 2,987,964 3,016,700

建設仮勘定 404,843 8,840

その他 2,831,055 2,728,303

減価償却累計額 △1,996,020 △1,903,033

その他（純額） 835,035 825,270

有形固定資産合計 14,455,918 14,855,534

無形固定資産 305,276 287,235

投資その他の資産

投資有価証券 996,172 1,121,067

長期貸付金 12,365 10,175

繰延税金資産 68,271 68,647

長期預金 600,000 600,000

その他 377,544 353,858

貸倒引当金 △50,316 △31,363

投資その他の資産合計 2,004,038 2,122,385

固定資産合計 16,765,233 17,265,155

資産合計 48,712,591 48,387,933
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 7,363,059 7,990,363

短期借入金 1,113,551 1,784,014

1年内返済予定の長期借入金 166,460 211,138

未払法人税等 1,154,873 717,821

賞与引当金 232,755 150,441

役員賞与引当金 35,950 71,900

設備関係支払手形 28,696 616,853

繰延税金負債 860 1,140

その他 2,019,288 1,556,807

流動負債合計 12,115,494 13,100,479

固定負債

長期借入金 555,830 669,792

長期預り保証金 622,932 583,581

繰延税金負債 2,560,838 2,373,267

退職給付引当金 200,711 216,216

役員退職慰労引当金 146,129 143,951

その他 54,782 136,742

固定負債合計 4,141,224 4,123,550

負債合計 16,256,719 17,224,030

純資産の部

株主資本

資本金 1,336,936 1,336,936

資本剰余金 1,644,653 1,644,653

利益剰余金 27,290,908 25,662,052

自己株式 △77,373 △76,442

株主資本合計 30,195,124 28,567,200

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 272,237 343,471

為替換算調整勘定 △110,887 251,403

評価・換算差額等合計 161,349 594,874

少数株主持分 2,099,397 2,001,827

純資産合計 32,455,871 31,163,903

負債純資産合計 48,712,591 48,387,933
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

売上高 24,887,172

売上原価 17,240,812

売上総利益 7,646,359

販売費及び一般管理費 ※
 4,015,809

営業利益 3,630,550

営業外収益

受取利息 60,341

受取配当金 11,131

為替差益 48,439

有価物回収益 19,385

その他 37,306

営業外収益合計 176,603

営業外費用

支払利息 40,192

売上割引 4,500

その他 18,173

営業外費用合計 62,867

経常利益 3,744,286

特別利益

固定資産売却益 8,572

貸倒引当金戻入額 2,661

特別利益合計 11,233

特別損失

固定資産除売却損 9,626

投資有価証券評価損 55,573

特別損失合計 65,200

税金等調整前四半期純利益 3,690,320

法人税、住民税及び事業税 671,577

法人税等調整額 108,765

法人税等合計 780,342

少数株主利益 254,410

四半期純利益 2,655,567
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

売上高 12,805,313

売上原価 8,855,321

売上総利益 3,949,991

販売費及び一般管理費 ※
 2,024,675

営業利益 1,925,316

営業外収益

受取利息 33,313

受取配当金 3,786

為替差益 46,924

有価物回収益 17,706

その他 15,924

営業外収益合計 117,656

営業外費用

支払利息 15,320

売上割引 1,769

その他 8,743

営業外費用合計 25,832

経常利益 2,017,140

特別利益

固定資産売却益 △75

貸倒引当金戻入額 1,661

特別利益合計 1,585

特別損失

固定資産除売却損 3,532

投資有価証券評価損 55,573

特別損失合計 59,106

税金等調整前四半期純利益 1,959,620

法人税、住民税及び事業税 537,199

法人税等調整額 197,932

法人税等合計 735,131

少数株主利益 108,636

四半期純利益 1,115,852
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 3,690,320

減価償却費 766,376

貸倒引当金の増減額（△は減少） 9,335

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △35,950

退職給付引当金の増減額（△は減少） △23,719

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 2,178

受取利息及び受取配当金 △71,472

支払利息 40,192

有価証券評価損益（△は益） 2,594

投資有価証券評価損益（△は益） 55,573

固定資産除売却損益（△は益） 1,054

売上債権の増減額（△は増加） 1,086,697

たな卸資産の増減額（△は増加） △547,814

仕入債務の増減額（△は減少） △470,141

その他 470,786

小計 4,976,011

利息及び配当金の受取額 71,445

利息の支払額 △46,482

法人税等の支払額 △699,636

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,301,338

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △337,480

定期預金の払戻による収入 271,080

固定資産の取得による支出 △1,317,248

固定資産の売却による収入 24,819

投資有価証券の取得による支出 △51,288

貸付けによる支出 △15,120

貸付金の回収による収入 15,215

その他 △6,459

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,416,483

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △623,785

長期借入金の返済による支出 △130,020

自己株式の取得による支出 △931

配当金の支払額 △542,021

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,296,758

現金及び現金同等物に係る換算差額 61,051

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,649,147

現金及び現金同等物の期首残高 10,953,102

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 12,602,249
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

１．会計処理基準に関する事

項の変更

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法の

変更

たな卸資産　

通常の販売目的で保有するたな卸資産

については、従来、主として総平均法によ

る原価法によっておりましたが、第１四

半期連結会計期間より「棚卸資産の評価

に関する会計基準」（企業会計基準第９

号　平成18年７月５日）が適用されたこ

とに伴い、主として総平均法による原価

法(貸借対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法）により

算定しております。

これにより、当第２四半期連結累計期

間の営業利益、経常利益及び税金等調整

前四半期純利益は、それぞれ27,301千円

減少しております。

なお、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載しております。

(2) 「連結財務諸表作成における在外子会

社の会計処理に関する当面の取扱い」の

適用

第１四半期連結会計期間より、「連結

財務諸表作成における在外子会社の会計

処理に関する当面の取扱い」（実務対応

報告第18号　平成18年５月17日）を適用

し、連結決算上必要な修正を行っており

ます。

これにより、当第２四半期連結累計期

間の営業利益は3,371千円増加し、経常利

益及び税金等調整前四半期純利益は、そ

れぞれ2,381千円減少し、四半期純利益は

298,715千円増加しております。

また、この修正において、当連結会計年

度期首の利益剰余金が484,690千円減少

しております。

なお、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載しております。
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当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

 (3) リース取引に関する会計基準の適用

所有権移転外ファイナンス・リース取

引については、従来、賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっておりました

が、「リース取引に関する会計基準」

（企業会計基準第13号（平成５年６月17

日（企業会計審議会第一部会）、平成19

年３月30日改正））及び「リース取引に

関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第16号（平成６年１月18日

（日本公認会計士協会　会計制度委員

会）、平成19年３月30日改正））が平成

20年４月１日以後開始する連結会計年度

に係る四半期連結財務諸表から適用する

ことができることになったことに伴い、

第１四半期連結会計期間からこれらの会

計基準等を適用し、通常の売買取引に係

る会計処理によっております。また、所有

権移転外ファイナンス・リース取引に係

るリース資産の減価償却の方法について

は、リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法を採用しております。

これによる当第２四半期連結累計期間

の損益に与える影響はありません。

なお、リース取引開始がリース会計基

準適用初年度開始前の所有権移転外ファ

イナンス・リース取引については、引き

続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理を適用しております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　該当事項はありません。
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【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

（有形固定資産の耐用年数の変更）

当社及び国内連結子会社の機械装置及び運搬具につい

ては、従来、耐用年数を５～12年としておりましたが、第１

四半期連結会計期間より５～10年に変更しました。

この変更は、平成20年度の法人税法の改正を契機として

見直しを行ったものであり、一部の資産について耐用年数

を変更して減価償却費を算定する方法に変更しておりま

す。

これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経

常利益及び税金等調整前四半期純利益は、それぞれ31,854

千円減少しております。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載

しております。

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

　受取手形割引高は45,617千円であります。 　受取手形割引高は103,409千円であります。

（四半期連結損益計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

貸倒引当金繰入額 11,996千円

給与及び手当 1,004,923千円

賞与引当金繰入額 102,546千円

役員賞与引当金繰入額 35,950千円

役員退職慰労引当金繰入額 8,648千円

研究開発費 768,370千円

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

貸倒引当金繰入額 10,723千円

給与及び手当 452,972千円

賞与引当金繰入額 69,676千円

役員賞与引当金繰入額 17,975千円

役員退職慰労引当金繰入額 4,359千円

研究開発費 407,173千円
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年９月30日現在）

現金及び預金勘定  12,705,258千円

預入期間が６ヶ月を超える定期

預金
△103,008千円

現金及び現金同等物 12,602,249千円

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　

平成20年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　　　9,878,040株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式　　　　　   23,329株

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４．配当に関する事項

配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月27日

定時株主総会
普通株式 542,021 55 平成20年３月31日 平成20年６月30日 利益剰余金 
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自 平成20年７月１日　至 平成20年９月30日）

 
表面処理用
資材事業
（千円）

表面処理用
機械事業
（千円）

不動産賃貸
事業
（千円）

その他事業
(千円)

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 10,219,823 1,396,535 199,806 989,147 12,805,313 － 12,805,313

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
109,962 2,612 － － 112,575 (112,575) －

計 10,329,786 1,399,147 199,806 989,147 12,917,888 (112,575) 12,805,313

営業利益 1,644,648 6,960 113,772 159,935 1,925,316 － 1,925,316

当第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日　至 平成20年９月30日）

 
表面処理用
資材事業
（千円）

表面処理用
機械事業
（千円）

不動産賃貸
事業
（千円）

その他事業
(千円)

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 20,276,912 2,286,190 398,408 1,925,659 24,887,172 － 24,887,172

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
205,612 27,456 － 980 234,049 (234,049) －

計 20,482,525 2,313,646 398,408 1,926,639 25,121,221 (234,049) 24,887,172

営業利益（△は営業損失） 3,103,619 △18,480 230,183 312,227 3,627,550 3,000 3,630,550

　（注）１．事業区分は、製品及び商品等の種類、性質等を勘案して区分しております。

２．各事業の主要な製品及び商品等

(1) 表面処理用資材事業　　　アルミ磁気ディスク用めっき薬品、プリント基板用めっき薬品、工業用化学品、非鉄

金属

(2) 表面処理用機械事業　　　アルミ磁気ディスク用めっき機械、プリント基板用めっき機械

(3) 不動産賃貸事業　　　　　オフィスビル及びマンションの賃貸

(4) その他事業　　　　　　　めっき加工、ロイヤルティー収入

３．会計処理方法の変更 

(1) (棚卸資産の評価に関する会計基準)

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」１．(1) に記載のとおり、第１四半期

連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準９号　平成18年７月５日）を適用し

ております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の営業利益が、

表面処理用資材事業で23,512千円、表面処理用機械事業で972千円、その他事業で2,815千円それぞれ減少して

おります。

(2) (連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い)

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」１．(2) に記載のとおり、第１四半期

連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応

報告第18号　平成18年５月17日）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、

当第２四半期連結累計期間の営業利益が、表面処理用資材事業で4,602千円、その他事業で928千円増加し、表

面処理用機械事業で2,160千円減少しております。

(3) (有形固定資産の耐用年数の変更)

「追加情報」 に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より、当社及び国内連結子会社の機械装置及び運

搬具の一部について耐用年数を変更して減価償却費を算定する方法に変更しております。この変更に伴い、

従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の営業利益が、表面処理用資材事業で32,166千

円減少し、その他事業で311千円増加しております。
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【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自 平成20年７月１日　至 平成20年９月30日）

 
日本
（千円）

北米地域
（千円）

アジア地域
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高       

(1）外部顧客に対する

売上高
7,185,311 847,323 4,772,678 12,805,313 － 12,805,313

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
1,421,705 94 156,163 1,577,964 (1,577,964) －

計 8,607,017 847,417 4,928,842 14,383,277 (1,577,964) 12,805,313

営業利益 986,534 3,690 952,993 1,943,218 (17,901) 1,925,316

当第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日　至 平成20年９月30日）

 
日本
（千円）

北米地域
（千円）

アジア地域
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高       

(1）外部顧客に対する

売上高
13,795,134 1,867,929 9,224,107 24,887,172 － 24,887,172

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
3,027,412 94 158,675 3,186,182 (3,186,182) －

計 16,822,547 1,868,024 9,382,783 28,073,355 (3,186,182) 24,887,172

営業利益 1,642,889 34,039 1,954,776 3,631,705 (1,155) 3,630,550

　（注）　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

１．国又は地域の区分方法……………地理的近接度による。

２．各区分に属する主な国又は地域

北米地域　：米国

アジア地域：台湾、シンガポール、マレーシア、中国、タイ

３．会計処理方法の変更

(1) (棚卸資産の評価に関する会計基準)

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」１．(1) に記載のとおり、第１四半期

連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準９号　平成18年７月５日）を適用し

ております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の営業利益が、

日本で27,301千円減少しております。

(2) (連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い)

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」１．(2) に記載のとおり、第１四半期

連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応

報告第18号　平成18年５月17日）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、

当第２四半期連結累計期間の営業利益が、アジア地域で3,371千円増加しております。

(3) (有形固定資産の耐用年数の変更)

「追加情報」 に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より、当社及び国内連結子会社の機械装置及び運

搬具の一部について耐用年数を変更して減価償却費を算定する方法に変更しております。この変更に伴い、

従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の営業利益が、日本で31,854千円減少しており

ます。
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【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間（自 平成20年７月１日　至 平成20年９月30日）

 北米地域 アジア地域 その他地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 803,284 5,442,649 45,155 6,291,089

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － 12,805,313

Ⅲ　連結売上高に占める海外

売上高の割合（％）
6.3 42.5 0.3 49.1

当第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日　至 平成20年９月30日）

 北米地域 アジア地域 その他地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 1,823,891 10,292,388 52,441 12,168,721

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － 24,887,172

Ⅲ　連結売上高に占める海外

売上高の割合（％）
7.3 41.4 0.2 48.9

　（注）１．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

①　国又は地域の区分方法……………地理的近接度による。

②　各区分に属する主な国又は地域

北米地域　：米国

アジア地域：台湾、シンガポール、中国、韓国、タイ、フィリピン、マレーシア、インドネシア

その他地域：ドイツ、ニュージーランド

　　　　２．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高の合計額（ただし、連結会社間の内

部売上高を除く）であります。

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 3,080円40銭 １株当たり純資産額 2,959円13銭

２．１株当たり四半期純利益金額等

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 269円47銭 １株当たり四半期純利益金額 113円23銭 

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

四半期純利益（千円） 2,655,567 1,115,852

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 2,655,567 1,115,852

期中平均株式数（株） 9,854,805 9,854,728

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　 　 　 　

　 　 　 平成20年11月７日

上村工業株式会社 　 　 　

　 取締役会　御中 　

　 監査法人トーマツ 　

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士 西田　幸男　　印

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士 千﨑　育利　　印

　 　 　 　 　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている上村工業株式会社の

平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、上村工業株式会社及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政状態、同

日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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